
・

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

中小企業・小規模事業者は、物価高や米国関税による貿易環境の変化、過去

最高水準の最低賃金引上げ、人手不足等の課題に直面している。それらに対応

するためには、中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」を抜本的に強化し、持続的に

賃上げを実現していく必要がある。そのため、中小企業・小規模事業者の設備投

資等を通じた生産性向上を促進するとともに、生産性が高く一定規模の事業者を

ターゲットとした大胆な設備投資・付加価値創出を促すための切れ目のない支援を

行う。 加えて、事業環境の変化による影響を受ける中小企業・小規模事業者に

対する総合的なソフト支援を実施する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、賃金

等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向

上を実現するため、以下の事業を実施。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き

出すため、大胆な設備投資を支援。

（２）中小企業デジタル化・AI導入支援事業（デジタル化・AI導入補助金）

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイ

バーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツールの導入を支援。 

（３）小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援。 

（４）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資やM&A前後（PMIを含む）での専門家活

用費用等を支援。 

（５）総合的なソフト支援パッケージ事業

賃上げや米国関税等の影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する重点的

なハンズオン支援をはじめとした総合的なソフト支援を実施。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（４）

中小企業生産性革命推進事業
令和７年度補正予算（案） 3,400億円

（１）中小企業庁 経営支援部 経営支援課

（２）中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

（３）中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課 （４）中小企業庁 事業環境部 財務課

（５）中小企業庁 経営支援部 経営支援課、海外展開支援室、

事業環境部 財務課、長官官房 総務課

補助

（定額）

補助

（1/2等） 中小
企業等

（５）

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金
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「デジタル化・AI導入補助金」の概要（令和7年度補正）

• デジタル化・AI導入補助金（旧：IT導入補助金）は、中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、デジ
タル化やＤＸ等に向けたITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金。

• 令和7年度補正予算分からは、「デジタル化・AI導入補助金（旧：IT導入補助金）」と名称を変更。
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補助スキーム

⚫ 補助金申請者（中小企業・小規模事業者等）は、IT導入補助金事務局に登録された「IT導入支援事業者」（IT

ツールを提供するベンダー）からのサポートを受けて申請する。

IT導入支援事業者とは
IT導入支援事業者とは、生産性向上を目指す中小企業・小規模事業者等に
対してITツールを導入し、補助事業を円滑に遂行するための支援を行う事
業者です。事務局に登録申請を行い、事務局および外部審査委員会による
審査の結果、採択される必要があります。

中小企業・小規模事業者等とは
日本国内で法人登記（法人番号が指定され国税庁が管理する法人番号公表
サイトにて公表されている）され、日本国内で事業を営む法人または個人
である生産性向上に資するITツールを導入する中小企業・小規模事業者等
を指します。
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申請枠の種類
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チラシリンク：https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/r6_it.pdf
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今後のスケジュール（１次締切分）

通常枠、インボイス枠（インボイス対応類型型・電子取引類型）、セキュリティ対策推進枠

複数者連携デジタル化・AI導入枠
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導入事例（卸売業・小売業）
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導入事例（建設業）



小売業

導入したITツール

・管理システムを導入し、契約・請求・入金
情報を一元管理することができ、手作業に
よる属人的なミスが2割減少。

・IT化による働き方改革によって社員定着
率が向上。

導入したITツール
・主な機能 ：顧客対応・販売支援、

決済・債権債務・資金回収

・オンラインレッスン予約システムをパッケージ
で導入し、新規事業を立ち上げ。

・新規事業の立ち上げが、自社の宣伝にも
つながっていることを実感。

（参考）ITツールの導入／活用事例（R3補正・R2第三次補正サービス等生産性向上IT導入支援事業）

・主な機能：顧客対応・販売支援、CAD

・建築基準法の改正を契機にCADソフトを
導入することで、インハウスでの構造計算を
可能にし、事業拡大を期待。

導入したITツール

製造業

・主な機能：会計・財務・経営

卸売業

導入したITツール

・管理会計を導入し、年間の経費予測を可
視化することで、流動的な事業戦略立案
を可能に。
・柔軟な事業戦略の立案により、通常より売
れ行きの良い新商品の販売に寄与。

福祉業

・管理・記録システムを導入し、顧客情報の
一元管理、システム間の円滑なデータ連
携により、1人当たりの作業時間が10分
～20分削減。

導入したITツール
・主な機能：顧客対応・販売支援、

福祉業務支援

飲食サービス業

・セルフオーダーシステムを導入し、0.7人分
の工数を削減し、新商品開発の構想に。
・回転率が上がり、売り上げが約40%向上。
・接客機会が減ったことで接客が苦手な従
業員の負担が軽減し、定着率も改善。

・主な機能：顧客対応・販売支援、
決済・債権債務・資金回収

導入したITツール

不動産業

・会計ソフトを導入し、基幹システムと連携さ
せることで情報の一元化・業務効率化を
実現。

・業務の70％を占めていた定型業務を、
10％程度に削減できる見込み。

導入したITツール
・主な機能：決済・債権債務・資金回収、

会計・財務・経営

建設業

・積算システムを導入し、積算精度を高める
ことで、入札件数が年間数件から3ヵ月で
5件に増加。
・入札件数増加によりスタッフの意識が変わ
り、自主的に情報収集を行うようになった。

・主な機能：土木積算

導入したITツール

運輸業

・クラウドでリアルタイムにデータ共有することで、
船内・本社間の移動がなくなり業務効率
UP。

・クラウド化により年間約3,000枚ほどの書
類の90％削減。

導入したITツール
・主な機能：業務日報

物品賃貸業

・貸衣裳管理ツールを導入し、顧客情報～
請求まで一元管理できることで、残業時間
が10分の1まで削減。

・データの関連付けや分析が可能になり経験
や知見のある人材確保にも有効。

導入したITツール
・主な機能：貸衣装管理

・整備システムを導入し、紙で行っていた業
務をシステム化することで業務工数削減。
・ヒューマンエラーの減少による生産性向上。
・システムと連動したタブレット端末を活用す
ることで従業員のITリテラシー向上。

導入したITツール
・主な機能：顧客対応・販売支援、

決済・債権債務・資金回収、
供給・在庫・物流

サービス業 卸売業

・主な機能：顧客対応・販売支援、
生産・販売・在庫管理

導入したITツール

・販売管理システムを導入することで、手入
力の業務を削減し、伝票発行業務を6分
の1に短縮。
・データ管理が自動化されたことで、人的ミス
が解消され顧客数20％UP。

広告業

・主な機能：賃貸管理、
募集・契約・請求・入金

8


	スライド 0
	スライド 1: 「デジタル化・AI導入補助金」の概要（令和7年度補正）
	スライド 2: 補助スキーム
	スライド 3: 申請枠の種類
	スライド 4
	スライド 5: 今後のスケジュール（１次締切分）
	スライド 6: 導入事例（卸売業・小売業）
	スライド 7: 導入事例（建設業）
	スライド 8

